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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため、記載をしておりません。

３．従業員数は就業人員数を表示しております。 

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 55,646 56,817 58,353 114,042 117,260 

経常利益（百万円） 1,853 1,912 1,090 4,075 3,344 

中間（当期）純利益 

（百万円） 
884 815 182 1,673 900 

純資産額（百万円） 22,384 23,489 23,308 23,089 23,242 

総資産額（百万円） 72,369 74,558 78,707 75,759 76,642 

１株当たり純資産額（円） 251.90 264.44 262.55 259.13 260.99 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
9.95 9.18 2.06 18.10 9.39 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 30.9 31.5 29.6 30.5 30.3 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
3,197 3,286 3,939 8,613 7,887 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,589 △3,824 △3,983 △5,446 △6,700 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△2,897 △800 1,314 △4,389 △2,086 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
4,751 4,330 6,062 5,648 4,712 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（名） 

3,103 

(840) 

3,169 

(996) 

3,466 

(1,000) 

3,176 

(916) 

3,230 

(1,013) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式がないため、記載をしておりません。

３．従業員数は就業人員数を表示しております。 

回次 第87期中 第88期中 第89期中 第87期 第88期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年 
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 43,599 43,593 45,271 89,691 91,573 

経常利益（百万円） 1,390 1,365 1,075 3,795 3,054 

中間（当期）純利益（百万

円） 
451 385 695 1,214 1,026 

資本金（百万円） 7,460 7,460 7,460 7,460 7,460 

発行済株式総数（株） 89,003,624 89,003,624 89,003,624 89,003,624 89,003,624 

純資産額（百万円） 24,929 25,590 26,503 25,569 26,028 

総資産額（百万円） 66,172 68,936 74,008 71,017 72,495 

１株当たり純資産額（円） 280.42 287.96 298.41 287.09 292.41 

１株当たり中間（当期）純

利益（円） 
5.07 4.34 7.83 13.08 10.97 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配

当額（円） 
2.50 2.50 2.50 5.00 5.00 

自己資本比率（％） 37.7 37.1 35.8 36.0 35.9 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）

（名） 

1,819 

(613) 

1,793 

(822) 

1,821 

(839) 

1,770 

(694) 

1,778 

(891) 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更は

ありません。 

  主要な関係会社の異動については、３ 関係会社の状況に記載のとおりであります。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、次の連結子会社が解散しております。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者

を含む就業人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループには、シロキ工業労働組合が組織され、全トヨタ労働組合連合会に属しており、平成17年９月30日

現在の組合員数は1,595名であります。 

 なお、労使関係は相互信頼を基調として極めて安定しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業内容 
議決権の所有割
合又は被所有割
合（％） 

関係内容 

（連結子会社） 

昆山白木汽車零部件

有限公司  

  

中国 

江蘇省 

昆山市 

千人民元 

8,253  

自動車部品の製造

販売 
100.0 

当社製品の中国向

け製造販売 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 
従業員数（名） 

（外、平均臨時雇用者数） 

自動車部品事業 3,313 

(992) 

非自動車部品事業 153 

(8) 

合計 3,466 

(1,000) 

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 

（外、平均臨時雇用者数） 
1,821 

(839) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、設備投資が緩やかに増加し、また個人消費も底堅く推移したため、

原油価格高騰の影響が懸念されたものの、景気は緩やかな回復基調を辿りました。一方世界経済は、米国が個人消

費に加え設備投資なども底堅く、内需を中心に堅調に推移し、中国も引き締め政策にもかかわらず、依然として高

い成長を見せました。 

 自動車業界におきましては、ガソリン価格高騰などを背景に、軽自動車や小型乗用車が好調に販売を伸ばし、ト

ラックも排出ガス規制強化に伴う買い替え需要増で伸張するなど、国内新車販売は前年同期実績を上回るものとな

りました。また最大の北米市場も堅調に推移し、特に日系自動車メーカーは順調に販売を拡大し、過去最高の販売

シェアを達成しました。輸出は欧州向けや現地生産が急拡大するアジア向けが大きく減少しましたが、好調な北

米・中南米向けなどがこれを補い、堅調さを維持しました。この結果、国内生産は順調に推移しました。 

 こうした経営環境のなか、当社グループは、経営の効率化と企業体質の更なる強化とともに、世界４極市場（日

本・アメリカ・アジア・ヨーロッパ）への対応を万全なものとするため、グローバル供給体制の加速、およびグロ

ーバルコスト競争力の構築とブランド力の定着に総力をあげて取り組みました。 

 国内におきましては、九州シロキ株式会社（北九州市）が、九州地区における得意先の生産拡大に対応するた

め、９月より第２工場の併設工事に着手しました。 

 海外におきましては、アジア地区では、中国の生産拠点として広州白木汽車零部件有限公司（広州市）が、４月

より日系自動車メーカーの現地合弁会社向けに生産を開始するとともに、ドアサッシとウインドレギュレータの一

貫生産をはかるプレス工場併設の建築工事を９月に完了させ、来年春の稼動を目指し、生産体制の強化を進めまし

た。タイでは、シロキタイランド株式会社（アマタナコン市）が、新たな主力製品としてドアサッシを来年半ばに

現地日系自動車メーカーに納入する準備を開始するなど、ＡＳＥＡＮ地区における製品の供給体制強化をはかりま

した。ベトナムでは、金型製造販売の現地合弁会社であるビナシロキ有限会社（ハノイ市）について、グループ経

営効率化の一環として、解散することを５月に決定しました。主力の北米地区では、４月より新たな得意先として

現地日系自動車メーカー向けにドアサッシの生産を開始するなど、事業強化に努めました。また好調な日系自動車

メーカーの生産増に対応するため、現在第３の北米生産拠点構築について様々な観点から検討を進めております。

 非自動車部品分野におきましては、グループ経営の効率化をはかるため「商社・請負事業」を経営の軸に、商社

であるシロキ商事株式会社（豊川市）が、シロキ運輸株式会社（豊川市）と宇和島シロキ株式会社（宇和島市）を

１０月に吸収合併しました。 

 当中間連結会計期間の業績につきましては、売上高は583億5千3百万円（前年同期比2.7％増）となりました。し

かしながら利益につきましては、徹底した合理化活動に取り組み収益改善に努めましたものの、北米・アジア地区

におけるグローバル化進展に伴う費用増や鋼材などの原材料価格高騰の影響、並びに新規受注した部品の立ち上げ

コストの増加とそれに伴う設備投資の増加負担などにより、営業利益は6億9千1百万円(前年同期比59.5％減)とな

り、経常利益は10億9千万円（前年同期比43.0％減）となりました。また構造改革の最終年度として、昆山白木汽

車零部件有限公司（中国・昆山市）とビナシロキ有限会社の整理損1億6千万円や宇和島シロキ株式会社の工場閉鎖

に伴う減損処理2億3千万円のほか、遊休設備の減損処理3億5百万円を特別損失として計上し、この結果、中間純利

益は1億8千2百万円（前年同期比77.6％減）となりました。 

 所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。 

（日本） 

 主力のトヨタグループ向けの売上が、売れ筋車種の変化や海外生産移転などの影響により、前年同期比0.8％減

の2億2千6百万円の減収となりました。一方、「フーガ」や「ティーダ」などの新規受注車種の生産拡大などによ

り、日産自動車（株）向けの売上が前期比30.9％増の8億3千1百万円増収となりました。この結果、売上高は451億

4千6百万円(前年同期比2.4％増）と微増したものの、鋼材価格高騰の影響が大きく、営業利益は7億6千4百万円(同

41.0％減)となりました。 

（米国） 

 SWマニュファクチャリング㈱(テネシー州)及びSWMジョージアL.L.C.(ジョージア州)の売上高は121億3千6百万円

(前年同期比0.5％減)と前年同期並みを確保しましたが、原材料値上げの影響が大きく営業損失1億5千6百万円(前

年同期は2億8千8百万円の営業利益)となりました。 



（アジア） 

 シロキタイランド（タイ・アマタナコン市）が、現地トヨタ自動車（株）の国際戦略車「ＩＭＶ」の好調な販売

に伴い生産を拡大いたしました。 

この結果、売上高は10億7千0百万円（前年同期比97.1％増）となったものの、中国生産拠点の立ち上げコスト等に

より営業損失8千3百万円(前年同期は1千6百万円の営業損失)となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースでの現金および現金同等物（以下資金という）は、税金等調整前中間純

利益1億3千8百万円と減価償却費25億5千7百万円を計上したことなどにより資金を生み出した一方で、固定資産の

取得に42億2千9百万円など支出した結果、当中間連結会計期間末は60億6千2百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の営業活動から得た資金は、税金等調整前中間純利益1億3千8百万円と減価償却費25億5千

7百万円を計上したことなどにより、39億3千9百万円の収入（前年同期比19.9％増）となりました。 

前中間連結会計期間に比べ、6億5千3百万円増加したのは、主に減損損失の計上によるものです。 

(2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の投資活動に使用した資金は、主に競争力強化や合理化及び、中国向けの生産準備にかか

る設備投資として42億2千9百万円支出したことなどにより、39億8千3百万円の支出（前年同期比4.2％増）とな

りました。 

前中間連結会計期間に比べ、1億5千9百万円増加したのは、主に固定資産の取得の増加によるものです。 

(3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間の財務活動から得た資金は、短期借入金16億3千5百万円を借り入れた一方で、長期借入金

の返済に9千2百万円を使用し、現金配当2億2千2百万円を支出した結果、13億1千4百万円の収入（前年同期は8億

円の支出）となりました。前中間連結会計期間に比べ、21億1千4百万円増加したのは、主に短期借入金の増減額

の増加によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

事業部門 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 55,804 3.3 

非自動車部品事業 2,546 △10.2 

合計 58,350 2.6 

事業部門 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 55,343 3.7 8,973 △4.2 

非自動車部品事業 2,485 △12.8 339 △30.1 

合計 57,829 2.9 9,312 △5.4 

事業部門 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

自動車部品事業 55,774  3.2 

非自動車部品事業 2,578 △7.7 

合計 58,353 2.7 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

販売高（百万円） 割合（％） 販売高（百万円） 割合（％） 

トヨタ自動車㈱ 26,041 45.8 21,004 36.0 

スズキ㈱ 5,754 10.1 5,246 9.0 



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社グループの研究開発活動につきましては、専ら当社の行っている研究開発活動が中心であり、子会社及び関連

会社で独自に行っている重要な項目はありません。 

なお、当社の研究開発活動については、以下に記載のとおりであります。 

 研究開発活動については、事業の選択と集中により、業績の安定化を図るとともに、生活空間の快適さの創造を目

指し、当社保有技術の利用による自動車部品事業並びに非自動車部品事業の開発を進めております。 

 当中間連結会計期間の研究開発費は自動車部品事業においては13億２千２百万円、非自動車部品事業においては７

千万円であります。 

主な開発の事例 

自動車部品事業 

１ 新挟み込み防止レギュレータの開発 

２ 薄型ワイヤー式レギュレータの開発 

３ 新パワーシートの開発 

４ 新断面レールの開発 

非自動車部品事業 

１ 新幹線及び近郊型車輛シートの開発 

２ 電車の可変座席装置の開発 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した設備の新設、除却等について重要な変更はありませ

ん。 

(2)重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち当中間連結会計期間内に完了したものは次のとおりであります。

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の内容 
取得金額 
（百万円） 

完成年月 

 提出会社 

 本店 

 藤沢工場 

（神奈川県藤沢市） 

  生産準備設備 74 平成17年4月～9月  

  名古屋工場 

（愛知県豊田市） 
  生産準備設備 613  平成17年4月～9月   

  名古屋工場 

  製造第３課 

（愛知県豊田市） 

  生産準備設備 170    平成17年4月～9月   

  豊川工場 

（愛知県宝飯郡一宮町） 
  生産準備設備 629   平成17年4月～9月   

  大阪工場 

（大阪府茨木市） 
  生産準備設備 510  平成17年4月～9月  

  豊川本社 

（愛知県豊川市） 
  厚生施設改修 55  平成17年4月～9月  

合計   2,053   

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 取得金額（千US$） 完成年月 

 SWマニュファクチャリング㈱ 

（米国テネシー州） 
 生産設備 818 平成17年4月～9月   

 SWMジョージアL.L.C 

（米国テネシー州） 
 生産設備 2,926 平成17年4月～9月  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 200,000,000 

計 200,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月22日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 89,003,624 89,003,624 

東京証券取引所 

（市場第１部） 

名古屋証券取引所 

（市場第１部） 

 － 

計 89,003,624 89,003,624 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

  平成17年4月1日～ 

 平成17年9月30日 
－ 89,003,624 － 7,460 － 9,699 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５－６ 25,422 28.56 

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 15,067 16.93 

三菱信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 3,559 4.00 

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11―３ 3,437 3.86 

株式会社豊栄商会 愛知県豊田市堤町寺池66 2,123 2.39 

シロキ工業持株協力会 愛知県豊川市千両町下野市場35－１ 2,075 2.33 

日本生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区今橋３－５－12 1,922 2.16 

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８－１１ 1,715 1.93 

シロキ工業従業員持株会 愛知県豊川市千両町下野市場35－１ 1,671 1.88 

住友生命保険相互会社 東京都中央区晴海一丁目８－１１ 1,222 1.37 

計 － 58,215 65.41 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株（議決権5個）含まれており 

ます。     

  

②【自己株式等】 

（注）１．株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）あり

ます。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めております。

２．松美工業㈱は、当社の取引先会社で構成される持株会（シロキ工業持株協力会 愛知県豊川市千両町下野市

場35-1）に加入しており、同持株会名義で当社株式39,769株を所有しております。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    188,000 
－ 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式    114,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 
普通株式  87,941,000 

87,941 同上 

単元未満株式 
普通株式     760,624 

－ 同上 

発行済株式総数 89,003,624 － － 

総株主の議決権 － 87,941 － 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式）

シロキ工業株式会

社 

愛知県豊川市千両

町下野市場35－１ 
188,000 － 188,000 0.21 

（相互保有株式）

松美工業株式会社 

豊田市篠原町敷田

37－２ 
75,000 39,000 114,000 0.13 

計 － 263,000 39,000 302,000 0.34 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第１部における市場相場であります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

役職の異動 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 311 300 289 293 305 315 

最低（円） 267 270 268 281 275 289 

氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日 

 佐 野 良 夫 
   常務取締役 

  （品質保証部長委嘱） 

    常務取締役 

      （品質保証部担当） 
平成17年12月１日  

 後 藤 和 行 

   常務取締役 

   （第一生産技術部 

   第二生産技術部担当） 

    常務取締役 

   （生産技術部 

   ドア事業部担当） 

平成17年12月１日  



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項

のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月

30日まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の中間財務

諸表並びに当中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間

会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表についてあずさ監査法人により中間監

査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金     4,408 6,083   4,843 

２．受取手形及び売掛
金 

※２   17,968 19,180   19,667 

３．たな卸資産     4,155 4,087   4,068 

４．前払費用     144 146   140 

５．繰延税金資産     1,017 929   783 

６．未収入金     1,215 1,582   1,412 

７．その他     866 925   802 

    貸倒引当金     △4 △6   △6 

流動資産合計     29,772 39.9 32,930 41.8   31,712 41.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1）建物及び構築物 ※３ 6,944   7,011 7,191   

(2）機械装置及び運
搬具 

  19,889   20,044 20,544   

(3）工具器具及び備
品 

  5,021   5,194 5,011   

(4）土地 ※３ 3,010   3,143 3,015   

(5）建設仮勘定   2,481 37,347 50.1 2,583 37,976 48.3 1,461 37,225 48.5

２．無形固定資産     645 0.9 887 1.1   826 1.1

３．投資その他の資産           

(1）繰延税金資産   4,820   5,021 5,039   

(2）その他   2,080   1,974 1,919   

    貸倒引当金   △107 6,793 9.1 △83 6,912 8.8 △82 6,877 9.0

固定資産合計     44,786 60.1 45,776 58.2   44,929 58.6

資産合計     74,558 100.0 78,707 100.0   76,642 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

    17,472 19,421   19,251 

２．短期借入金     5,588 6,043   4,639 

３．一年以内返済予定
長期借入金 

    319 9,174   221 

４．賞与引当金     1,256 1,261   1,234 

５．その他     5,087 6,178   6,216 

流動負債合計     29,723 39.9 42,080 53.5   31,566 41.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金 ※３   14,528 5,688   14,438 

２．退職給付引当金     5,411 6,080   5,886 

３．その他     1,365 1,508   1,419 

固定負債合計     21,304 28.5 13,276 16.9   21,745 28.4

負債合計     51,027 68.4 55,356 70.4   53,311 69.6

            

（少数株主持分）           

少数株主持分     41 0.1 42 0.1   87 0.1

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     7,460 10.0 7,460 9.5   7,460 9.7

Ⅱ 資本剰余金     9,699 13.0 9,699 12.3   9,699 12.7

Ⅲ 利益剰余金     6,678 9.0 6,438 8.2   6,541 8.5

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    92 0.1 190 0.2   127 0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定     △409 △0.6 △434 △0.6   △546 △0.7

Ⅵ 自己株式     △31 △0.0 △45 △0.0   △38 △0.0

資本合計     23,489 31.5 23,308 29.6   23,242 30.3

負債、少数株主持分
及び資本合計 

    74,558 100.0 78,707 100.0   76,642 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     56,817 100.0 58,353 100.0   117,260 100.0 

Ⅱ 売上原価     51,207 90.1 52,428 89.8   105,339 89.8

売上総利益     5,609 9.9 5,924 10.2   11,921 10.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   3,901 6.9 5,233 9.0   8,883 7.6

営業利益     1,708 3.0 691 1.2   3,037 2.6

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息   8   16 21   

２．受取配当金   7   6 11   

３．為替差益   90   340 －   

４．設備売却益 ※２ 222   83 647   

５．その他   98 426 0.7 73 520 0.9 196 877 0.8

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息   108   111 227   

２．為替差損   －   － 114   

３．持分法による投資
損失 

  58   6 76   

４．その他   55 222 0.4 3 121 0.2 152 570 0.5

経常利益     1,912 3.3 1,090 1.9   3,344 2.9

Ⅵ 特別利益           

１．工場立地助成金   38   3 47   

２．前期損益修正益   5   6 5   

３．貸倒引当金戻入益   －   1 －   

４．その他   10 53 0.1 2 13 0.0 11 64 0.1

Ⅶ 特別損失           

１．退職給付費用   784   12 1,139   

２．減損損失  ※３ －   536 －   

３．固定資産除却損 ※４ 242   77 507   

４．関係会社整理損   －   160 －   

５．たな卸資産評価
損  

  －   141 －   

６．その他   0 1,027 1.8 37 965 1.7 84 1,731 1.5

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    938 1.6 138 0.2   1,676 1.4

法人税、住民税及
び事業税 

  562   214 1,235   

法人税等調整額   △431 130 0.2 △201 13 0.0 △452 783 0.7

少数株主損失      8 0.0 57 0.1   6 0.0

中間（当期）純利
益 

    815 1.4 182 0.3   900 0.8

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     9,699 9,699   9,699

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    9,699 9,699   9,699

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     6,151 6,541   6,151

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１．中間（当期）純利益   815 815 182 182 900 900

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金   222 222 444 

２．役員賞与   66 288 63 285 66 510

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    6,678 6,438   6,541

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．税金等調整前中間
（当期）純利益 

  938 138 1,676

２．減価償却費   2,423 2,557 5,347

３．減損損失    － 536 －

４．関係会社整理損    － 160 －

５．有形固定資産除却損   252 77 526

６．投資有価証券評価損   － － 11

７．投資有価証券売却損   4 － 4

８．退職給付引当金の増
減額 

  638 193 1,113

９．貸倒引当金の増減額   △1 0 △25

10．賞与引当金の増減額   △43 25 △65

11．役員退職慰労引当金
の増減額 

  △28 △7 △10

12．受取利息及び受取配
当金 

  △15 △22 △33

13．支払利息   108 111 227

14．持分法による投資損
失 

  58 6 76

15．有形固定資産売却益   △0 － △0

16．有形固定資産売却損   2 － 72

17．売上債権の増減額   366 672 △1,434

18．たな卸資産の増減額   △68 55 △22

19．仕入債務の増減額   △225 △74 1,701

20．長期未払金の増減額   △194 93 △136

21．役員賞与の支払額   △66 △63 △66

22．その他   200 216 724

小計   4,348 4,676 9,685

23．利息及び配当金の受
取額 

  4 20 30

24．利息の支払額   △128 △108 △229

25．法人税等の支払額   △937 △648 △1,599

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  3,286 3,939 7,887

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の要約連
結キャッシュ・フロー計
算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．定期預金の預入によ
る支出 

  △34 △12 △89

２．定期預金の払戻によ
る収入 

  － 126 －

３．有形固定資産の取得
による支出 

  △3,845 △4,229 △6,810

４．有形固定資産の売却
による収入 

  40 119 336

５．投資有価証券の取得
による支出  

  － － △5

６．投資有価証券の売却
による収入 

  4 － 6

７．短期貸付金の増減額   1 0 △152

８．長期貸付金の貸付け
による支出 

  △1 △3 △2

９．長期貸付金の回収に
よる収入 

  11 15 16

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,824 △3,983 △6,700

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

１．短期借入金の増減額   △285 1,635 △1,165

２．長期借入金の返済に
よる支出 

  △288 △92 △465

３．配当金の支払額   △222 △222 △444

４．自己株式の取得によ
る支出 

  △4 △6 △12

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △800 1,314 △2,086

Ⅳ 現金及び現金同等物の
換算差額 

  19 78 △35

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  △1,317 1,349 △935

Ⅵ 現金及び現金同等物期
首残高 

  5,648 4,712 5,648

Ⅶ 現金及び現金同等物中
間期末（期末）残高 

  4,330 6,062 4,712

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しておりま

す。 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

すべての子会社を連結しておりま

す。 

  連結子会社数  13社 連結子会社数  12社 連結子会社数  13社 

   当該連結子会社は、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱、SWマニュファ

クチャリング㈱、SWMジョージア

L.L.C.、シロキU.S.A.㈱、VINA-S

HIROKI Co., Ltd.、シロキタイラ

ンドCo., Ltd.、昆山白木汽車零

部件有限公司、広州白木汽車零部

件有限公司であります。 

 当該連結子会社は、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱、SWマニュファ

クチャリング㈱、SWMジョージア

L.L.C.、シロキU.S.A.㈱、VINA-S

HIROKI Co., Ltd.、シロキタイラ

ンドCo., Ltd.、広州白木汽車零

部件有限公司であります。 

 なお、前連結会計年度において

連結の範囲に含めておりました昆

山白木汽車零部件有限公司は会社

清算を行ったため連結の範囲から

除いております。 

 当該連結子会社は、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱、SWマニュファ

クチャリング㈱、SWMジョージア

L.L.C.、シロキU.S.A.㈱、VINA-

SHIROKI Co., Ltd.、シロキタイラ

ンドCo., Ltd.、昆山白木汽車零部

件有限公司、広州白木汽車零部件

有限公司であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

すべての関連会社に持分法を適用

しております。 

すべての関連会社に持分法を適用

しております。 

すべての関連会社に持分法を適用

しております。 

  持分法適用の関連会社数 持分法適用の関連会社数 持分法適用の関連会社数 

  ３社 ３社 ３社 

   会社は、シロキ・ブローゼ㈱、

松美工業㈱、コンピュータ・ハイ

テック㈱であります。 

 会社は、シロキ・ブローゼ㈱、

松美工業㈱、コンピュータ・ハイ

テック㈱であります。  

 会社は、シロキ・ブローゼ㈱、

松美工業㈱、コンピュータ・ハイ

テック㈱であります。  

３．連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

 連結子会社のうち、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱と関連会社松美

工業㈱及びコンピュータ・ハイテ

ック㈱の中間決算日は中間連結決

算日と一致しております。 

 SWマニュファクチャリング㈱、

シロキU.S.A.㈱、VINA-SHIROKI C

o., Ltd.、SWMジョージアL.L.

C.、シロキタイランドCo., Lt

d.、昆山白木汽車零部件有限公

司、広州白木汽車零部件有限公司

及び関連会社シロキ・ブローゼ㈱

の中間決算日は６月30日であり、

中間連結財務諸表については、６

月30日で実施した中間決算に基づ

く財務諸表を使用しております

が、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上の

必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱と関連会社松美

工業㈱及びコンピュータ・ハイテ

ック㈱の中間決算日は中間連結決

算日と一致しております。 

 SWマニュファクチャリング㈱、

シロキU.S.A.㈱、VINA-SHIROKI C

o., Ltd.、SWMジョージアL.L.

C.、シロキタイランドCo., Lt

d.、広州白木汽車零部件有限公司

及び関連会社シロキ・ブローゼ㈱

の中間決算日は６月30日であり、

中間連結財務諸表については、６

月30日で実施した中間決算に基づ

く財務諸表を使用しております

が、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上の

必要な調整を行っております。 

 連結子会社のうち、シロキ精機

㈱、シロキ商事㈱、宇和島シロキ

㈱、シロキ運輸㈱、㈱サンサーク

ル、九州シロキ㈱と関連会社松美

工業㈱及びコンピュータ・ハイテ

ック㈱の決算日は連結決算日と一

致しております。 

 SWマニュファクチャリング㈱、

シロキU.S.A.㈱、VINA-SHIROKI C

o., Ltd.、SWMジョージアL.L.C.、

シロキタイランドCo., Ltd.、昆山

白木汽車零部件有限公司、広州白

木汽車零部件有限公司及び関連会

社シロキ・ブローゼ㈱の決算日は1

2月31日であり、連結財務諸表につ

いては、12月31日で実施した決算

に基づく財務諸表を使用しており

ますが、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については連結上の

必要な調整を行っております。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

① 満期保有目的債券 

償却原価法を採用してお

ります。 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

(イ）有価証券 

① 満期保有目的債券 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法を採

用しております。（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格

等に基づく時価法を採

用しております。（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (ロ）デリバティブ 

 時価法を採用しておりま

す。 

(ロ）デリバティブ 

同左 

(ロ）デリバティブ 

同左 

  (ハ）たな卸資産 

 製品及び仕掛品については

総平均法による原価法、原材

料及び貯蔵品については最終

仕入原価法による原価法によ

り評価しております。 

 なお、SWマニュファクチャ

リング㈱及びSWMジョージアL.

L.C.については先入先出法に

よる低価法により評価してお

ります。 

(ハ）たな卸資産 

同左 

(ハ）たな卸資産 

同左 

  (2）固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社６

社については、定率法を採用

しております。但し当社の機

械及び装置、名古屋工場の建

物・構築物及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

 在外連結子会社７社につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社６

社については、定率法を採用

しております。但し当社の機

械及び装置、名古屋工場の建

物・構築物及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

 在外連結子会社６社につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

(2）固定資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

当社及び国内連結子会社６社

については、定率法を採用し

ております。但し当社の機械

及び装置、名古屋工場の建

物・構築物及び平成10年４月

１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定

額法を採用しております。 

  在外連結子会社７社につい

ては、定額法を採用しており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運

搬具 
２～12年

工具器具及び備

品 
２～15年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運

搬具 
２～12年

工具器具及び備

品 
２～15年

建物及び構築物 ３～50年

機械装置及び運

搬具 
２～12年

工具器具及び備

品 
２～15年

  （少額減価償却資産） 

 当社及び国内連結子会社

は、取得価額が10万円以上20

万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を

採用しております。 

（少額減価償却資産） 

同左 

（少額減価償却資産） 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (ロ）無形固定資産 

 当社グループのソフトウェ

アについては、社内における

見込利用可能期間（５年）に

基づく定額法、それ以外の無

形固定資産については、定額

法を採用しております。 

(ロ）無形固定資産 

同左 

(ロ）無形固定資産 

同左 

  (3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

  (ロ）賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

従業員等の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間に帰属する

部分を計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 当社及び国内連結子会社は

従業員等の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当

連結会計年度に帰属する部分

を計上しております。 

  (ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

3,413百万円については、５

年による均等額を費用処理し

ております。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

按分した額を費用処理するこ

ととしております。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年

数（14年）による均等額を翌

連結会計年度より費用処理す

ることとしております。 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

按分した額を費用処理するこ

ととしております。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年

数（14年）による均等額を翌

連結会計年度より費用処理す

ることとしております。 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異

3,413百万円については、５年

による均等額を費用処理して

おります。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定年数

（14年）による定額法により

按分した額を費用処理するこ

ととしております。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定年

数（14年）による均等額を翌

期より費用処理することとし

ております。 

  (ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社１社

は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく

中間期末要支給額を計上して

おります。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 当社及び連結子会社１社

は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負

債は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、収

益及び費用は期中平均相場によ

り円貨に換算し、換算差額は少

数株主持分及び資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含めて計

上しております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負債

は、連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主

持分及び資本の部における為替

換算調整勘定に含めて計上して

おります。 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについて、

特例処理を採用しておりま

す。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ

取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象…借入金     

  ③ ヘッジ方針 

 当社は、将来の金利上昇リ

スクを回避する目的で受取変

動・支払固定の金利スワップ

取引を行っております。ま

た、トレーディング目的での

デリバティブ取引は使用しな

い方針であります。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため有効

性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってお

ります。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期的な投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

追加情報 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会 平成14年8月9日））及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第6号 平成15年10月31日）を適

用しております。 

これにより税金等調整前中間純利益は536百万

円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除しております 。 

        ────── 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

───── ───── （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成15年法律第9号）が平成15年３月31日に公

布され、平成16年４月１日以後に開始する事

業年度より外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取り扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号）に従い法人事業税の付加価値割

及び資本割については、販売費及び一般管理

費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が108百

万円増加し、営業利益、経常利益及び税金等

調整前当期純利益が、108百万円減少してお

ります。 

  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

１．※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、98,151百万円であります。 

１．※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、101,876百万円及び減損損失累

計額は536百万円であります。 

１．※１．有形固定資産の減価償却累計額

は、99,690百万円であります。 

２．偶発債務 

 関連会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。 

２．偶発債務 

 関連会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。 

２．偶発債務 

 関連会社等の金融機関からの借入金に対

して、次のとおり債務保証を行っておりま

す。 

松美工業㈱ 453百万円 松美工業㈱    345百万円 松美工業㈱   399百万円

３．※３．担保資産及び担保付債務担保に供

している資産は、次のとおりであり

ます。 

３．※３．担保資産及び担保付債務担保に供

している資産は、次のとおりであり

ます。 

３．※３．担保資産及び担保付債務担保に供

している資産は、次のとおりであり

ます。 

建物 343百万円

土地 284百万円

計 627百万円

建物    318百万円

土地    284百万円

計    602百万円

建物    330百万円

土地    284百万円

計    614百万円

 担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

 担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

 担保付債務は、次のとおりであり

ます。 

長期借入金 464百万円 長期借入金    386百万円 長期借入金    425百万円

４．※２．受取手形割引高は、183百万円で

あります。 

４．※２．受取手形割引高は、213百万円で

あります。 

４．※２．受取手形割引高は、145百万円で

あります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

１．※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

１．※１．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであり

ます。 

給料及び賞与手当 1,570百万円

退職給付費用 250 〃 

賞与引当金繰入額 269 〃 

役員退職慰労引当金

繰入額 
1 〃 

給料及び賞与手当  1,312百万円

退職給付費用 289 〃 

賞与引当金繰入額 338 〃 

貸倒引当金繰入額 1 〃 

運賃  1,078 〃 

給料及び賞与手当  2,870百万円

退職給付費用 557 〃 

賞与引当金繰入額 245 〃 

役員退職慰労引当金

繰入額 
28 〃 

貸倒引当金繰入額 2 〃 

運賃  1,031 〃 

２．※２．設備売却益は金型治具222百万円

であります。 

２．※２．設備売却益は金型治具83百万円で

あります。 

２．※２．設備売却益は金型治具647百万円

であります。 

      

 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．※３．     ───── ３．※３．減損損失 

  当中間連結会計期間において、当

社グループは以下の資産グループに

つき減損損失を計上しております。 

  

 当社グループは、工場の区分を基

準として資産のグルーピングを行っ

ていますが、遊休資産については、

独立したキャッシュフローを生み出

す単位としてそれぞれグルーピング

しております。 

 上記遊休資産は、今後も使用の目

途が立たないことから、当中間連結

会計期間において帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失536百万円として計上いたしま

した。 

 減損損失の内訳は建物及び構築物

23百万円、機械装置及び運搬具487百

万円、工具器具及び備品25百万円で

あります。 

 なお、回収可能価額は正味売却可

能価額により測定しており,原則とし

て不動産鑑定評価額またはそれに準

ずる方法により算定し、売却や他の

転用が困難な資産についてはゼロと

しています。 

場所 用途 種類 

シロキ工業各

工場（愛知県

豊川市他） 

 遊休設備    機械装置等 

宇和島シロキ

工場（愛媛県

宇和島市） 

  遊休資産    建物等  

３．※３．     ───── 

      

４．※４．固定資産除却損は、機械装置及び

運搬具242百万円であります。 

４．※４．固定資産除却損は、建物及び構築

物０百万円、機械装置及び運搬具72

百万円、工具器具及び備品３百万円

であります。 

４．※４．固定資産除却損は、建物及び構築

物13百万円、機械装置及び運搬具

490百万円、工具器具及び備品２百

万円であります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,408百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△78 〃 

現金及び現金同等物 4,330 〃 

現金及び預金勘定      6,083百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△21 〃 

現金及び現金同等物     6,062 〃 

現金及び預金勘定      4,843百万円

預入期間が３か月を超え

る定期預金 
△131 〃 

現金及び現金同等物      4,712 〃 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

機械装置及

び運搬具 
1,476 732 743 

その他(工具

器具備品) 
1,538 797 740 

合計 3,014 1,530 1,483 

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間期末

残高相当

額 

(百万円)

機械装置及

び運搬具 
1,529 723 806 

その他(工具

器具備品) 
1,649 897 751 

合計 3,178 1,620 1,557 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

機械装置及

び運搬具 
1,532 658 874 

その他(工具

器具備品) 
1,789 917 871 

合計 3,322 1,575 1,746 

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占めるその割合が低

いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高相当額等が有形固

定資産の中間期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占めるその割合が低いため、

支払利子込み法により算定しておりま

す。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 

 等               

 未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 591百万円

１年超 1,171 〃 

合計 1,762 〃 

１年以内    606百万円

１年超     1,140 〃 

合計  1,746 〃 

１年以内    638百万円

１年超   1,341 〃 

合計      1,979 〃 

 なお、未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 なお、未経過リース料中間期末残高

相当額等は、未経過リース料中間期末

残高相当額等が有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算定しておりま

す。 

 なお、未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高が有形

固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定

しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額及び減価償却費相当額 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 281百万円

減価償却費相当額 279 〃 

支払リース料    294百万円

減価償却費相当額 294 〃 

支払リース料    561百万円

減価償却費相当額 561 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(2）貸主側 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）貸主側 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）貸主側 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 92百万円

１年超 192 〃 

合計 284 〃 

１年以内   92百万円

１年超 99 〃 

合計 192 〃 

１年以内   92百万円

１年超 145 〃 

合計 238 〃 

（注） 上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リース

料中間期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第三

者にリースしておりますので、

ほぼ同額の残高が上記の借主側

の未経過リース料中間期末残高

相当額に含まれております。 

同左 （注） 上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引は、

おおむね同一の条件で第三者に

リースしておりますので、ほぼ

同額の残高が上記の借主側の未

経過リース料期末残高相当額に

含まれております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

借主側 

未経過リース料 

１年以内 25百万円

１年超 49 〃 

合計 74 〃 

１年以内   32百万円

１年超 50 〃 

合計 83 〃 

１年以内   31百万円

１年超 57 〃 

合計 88 〃 

  （減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失がないた

め、項目等の記載は省略しております。 

 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 607 769 161 

合計 607 769 161 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 179 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

株式 606 927 321 

合計 606 927 321 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式を除く） 173 

区分 取得原価（百万円） 
連結決算日における連
結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

株式 606 824 217 

合計 606 824 217 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 173 

合計 173 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日） 

 当社グループのデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されるため、記載を省略しております。 

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

 当社グループのデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されるため、記載を省略しております。 

前連結会計年度末（平成17年３月31日） 

 当社グループのデリバティブ取引はヘッジ会計が適用されるため、記載を省略しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計に占める自動車部品事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計に占める自動車部品事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計に占める自動車部品事業の割合が、いずれも90％を超えるた

め、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．アジアの区分に属する主な国又は地域 

タイ、ベトナム、中国 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２．アジアの区分に属する主な国又は地域 

タイ、ベトナム、中国 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分の方法は地理的近接度によっております。 

２．アジアの区分に属する主な国又は地域 

タイ、ベトナム、中国 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 44,077 12,197 543 56,817 － 56,817 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,187 5 0 1,193 (1,193) － 

計 45,264 12,202 544 58,011 (1,193) 56,817 

営業費用 43,968 11,914 560 56,443 (1,334) 55,109 

営業利益（又は営業損失） 1,296 288 △16 1,568 140 1,708 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 45,146 12,136 1,070 58,353 － 58,353 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
1,503 93 29 1,626 (1,626) － 

計 46,649 12,230 1,100 59,979 (1,626) 58,353 

営業費用 45,885 12,386 1,183 59,455 (1,794) 57,661 

営業利益（又は営業損失） 764 △156 △83 523 167 691 

  
日本 

（百万円） 
米国 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 92,460 23,398 1,401 117,260 － 117,260 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
2,366 77 8 2,452 (2,452) － 

計 94,827 23,476 1,409 119,713 (2,452) 117,260 

営業費用 91,767 23,662 1,491 116,920 (2,697) 114,223 

営業利益（又は営業損失） 3,060 △185 △81 2,793 244 3,037 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米…………………米国、カナダ 

（2）アジア………………タイ、ベトナム、韓国、中国、マレーシア 

（3）その他の地域………ブラジル、南アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米…………………米国、カナダ 

（2）アジア………………タイ、ベトナム、韓国、中国、マレーシア 

（3）その他の地域………ブラジル、南アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．国又は地域の区分は地理的近接度によっております。 

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

（1）北米…………………米国、カナダ 

（2）アジア………………タイ、ベトナム、韓国、マレーシア 

（3）その他の地域………ブラジル、南アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  北米（百万円） アジア（百万円） その他の地域（百万円） 計（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 12,197 882 8 13,087 

Ⅱ 連結売上高 － － － 56,817 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合 
21.5％ 1.6％ 0.0％ 23.0％ 

  北米（百万円） アジア（百万円） その他の地域（百万円） 計（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 12,578 1,298 104 13,982 

Ⅱ 連結売上高 － － － 58,353 

Ⅲ 連結売上高に占める海

外売上高の割合 
21.6％ 2.2％ 0.2％ 24.0％ 

  北米（百万円） アジア（百万円）  その他の地域（百万円） 計（百万円） 

Ⅰ 海外売上高 23,357 2,041 46 25,444 

Ⅱ 連結売上高      － － － 117,260 

Ⅲ 連結売上高に占める海 

  外売上高の割合   
19.9％ 1.7％ 0.0％   21.7％ 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 264.44円       262.55円       260.99円 

１株当たり中間（当期）純

利益 
9.18円     2.06円      9.39円 

   なお、潜在株式調整後１

株当たり中間純利益につい

ては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

     同左  なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益につい

ては、潜在株式がないた

め、記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 815 182 900 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 66 

（うち利益処分による役員賞与金） (－)   （－) (66) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
815 182 833 

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,839 88,790 88,826 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

           ──────  （連結子会社の合併）             ────── 

    平成17年10月１日付けで当社の連結

子会社であるシロキ商事株式会社を存

続会社として、シロキ運輸株式会社と

宇和島シロキ株式会社をシロキ商事株

式会社に吸収合併いたしました。 

  

1.目的 

 グループ経営効率化の一環として、

シロキ運輸株式会社を運送事業から梱

包事業を主とした請負事業会社に、ま

た、自動車部品製造会社であった宇和

島シロキ株式会社の製造業務を他社に

移管（外注化）し、商社事業会社に業

態を変える等、グループ会社の事業見

直し、再編を積極的に進めておりま

す。今般、商社であるシロキ商事株式

会社を中心に３社を「商社・請負事

業」を軸に統合し、経営の効率化を図

るため合併することといたしました。

  

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  2.合併会社 

 シロキ商事株式会社 

 シロキ運輸株式会社 

 宇和島シロキ株式会社 

  

3.方法、合併後の会社の名称 

 シロキ商事株式会社を存続会社と

し、シロキ運輸株式会社と宇和島シロ

キ株式会社は解散いたします。合併後

の会社の名称はシロキ商事株式会社で

あります。 

  

4.合併比率 

 シロキ商事株式会社は、シロキ運輸

株式会社と宇和島シロキ株式会社の全

株式を所有しておりますので、合併に

よる新株式の発行および資本金の増加

は行いません。 

  

5.合併会社の概要 

  （数値は平成17年９月30日現在 

          単位：百万円） 

  

6.合併期日 

  平成17年10月１日 

商号  シロキ商事㈱ シロキ運輸㈱
宇和島シロキ

㈱ 

 事業内容 卸小売業  梱包事業  
 自動車部品製

造 

売上高 7,584 72 405

 当期利益 85 △14 △14

 総資産 3,068 283 2,132

 株主資本 303 242 5
 従業員数(臨

時含) 
 73名  30名  27名 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   2,142   2,455 2,518   

２ 受取手形   871   790 980   

３ 売掛金   16,495   15,200 15,961   

４ たな卸資産   2,354   2,080 2,383   

５ 繰延税金資産   738   860 705   

６ 未収入金   3,133   2,859 2,279   

７ 関係会社短期貸付
金 

  －   3,857 2,412   

８ その他   2,200   141 100   

  貸倒引当金   △411   － △431   

 流動資産合計     27,524 39.9 28,245 38.2   26,910 37.1

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

（1）建物   3,989   3,836 3,928   

（2）機械及び装置   15,990   15,208 15,845   

（3）工具器具及び
備品 

  4,843   5,027 4,854   

（4）土地   2,411   2,547 2,424   

（5）建設仮勘定   733   2,180 1,062   

（6）その他   623   627 643   

計   28,591   29,429 28,758   

２．無形固定資産   578   854 761   

３．投資その他の資産           

（1）投資有価証券   458   527 458   

（2）関係会社株式   4,452   4,320 4,491   

（3）関係会社長期  
貸付金     

  －   4,009 4,236   

（4）繰延税金資産   4,689   4,875 4,905   

（5）その他   2,716   1,798 2,024   

   貸倒引当金   △74   △51 △50   

計   12,241   15,478 16,065   

固定資産合計     41,412 60.1 45,762 61.8   45,584 62.9

資産合計     68,936 100.0 74,008 100.0   72,495 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形   11   9 7   

２ 買掛金   14,809   15,976 16,869   

３ 短期借入金   3,700   4,400 2,800   

４ 一年以内返済予定
長期借入金 

  －   9,000 －   

５ 未払法人税等   636   300 635   

６．賞与引当金   1,134   1,120 1,125   

７．設備支払手形・未
払金 

  1,669   2,878 2,892   

８．その他 ※２ 1,509   2,026 1,558   

流動負債合計     23,471 34.1 35,712 48.3   25,888 35.7

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   14,000   5,000 14,000   

２．退職給付引当金   5,173   5,994 5,787   

３．その他   701   797 790   

固定負債合計     19,875 28.8 11,792 15.9   20,577 28.4

負債合計     43,346 62.9 47,504 64.2   46,466 64.1

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     7,460 10.8 7,460 10.1   7,460 10.3

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   9,699   9,699 9,699   

資本剰余金合計     9,699 14.1 9,699 13.1   9,699 13.4

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   1,327   1,327 1,327   

２ 任意積立金   4,855   5,111 4,855   

３ 中間（当期）未処
分利益 

  2,231   2,814 2,649   

利益剰余金合計     8,413 12.2 9,253 12.5   8,832 12.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    48 0.0 135 0.2   75 0.1

Ⅴ 自己株式     △31 △0.0 △44 △0.1   △38 △0.1

資本合計     25,590 37.1 26,503 35.8   26,028 35.9

負債・資本合計     68,936 100.0 74,008 100.0   72,495 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     43,593 100.0 45,271 100.0   91,573 100.0 

Ⅱ 売上原価     38,067 87.3 40,212 88.8   80,112 87.5

売上総利益     5,526 12.7 5,058 11.2   11,461 12.5

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    4,375 10.1 4,460 9.9   8,742 9.5

営業利益     1,150 2.6 598 1.3   2,718 3.0

Ⅳ 営業外収益 ※１   318 0.7 562 1.2   607 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２   102 0.2 84 0.2   272 0.3

経常利益     1,365 3.1 1,075 2.4   3,054 3.3

Ⅵ 特別利益 ※３   5 0.0 432 1.0   12 0.0

Ⅶ 特別損失 ※4,5   739 1.7 790 1.7   1,397 1.5

税引前中間（当
期）純利益 

    631 1.4 717 1.6   1,669 1.8

法人税、住民税及
び事業税 

  469   186 1,068   

法人税等調整額   △224 245 0.5 △164 22 0.0 △425 643 0.7

中間（当期）純利
益 

    385 0.9 695 1.5   1,026 1.1

前期繰越利益     1,845 2,119   1,845 

中間配当額     - -   222 

中間（当期）未処
分利益 

    2,231 2,814   2,649 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）たな卸資産 

製品・仕掛品 

総平均法による原価法 

(1）たな卸資産 

同左 

(1）たな卸資産 

同左 

  原材料・貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

同左 同左 

  (2）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(2）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(2）有価証券 

① 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法を採用し

ております。（評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法を採用してお

ります。（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (3）デリバティブ 

時価法を採用しております。 

(3）デリバティブ 

同左 

(3）デリバティブ 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。

但し機械及び装置、名古屋工場

の建物・構築物及び平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法を採用しております。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    

  建物 ３～50年

機械及び装置 ２～12年

工具器具及び備品 ２～15年

   

  （少額減価償却資産） 

 取得価額が10万円以上20万円

未満の資産については、３年間

で均等償却する方法を採用して

おります。 

  

  

  

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額

法、それ以外の無形固定資産に

ついては、定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員等の賞与の支給に備え

るため、支給見込額のうち当中

間会計期間に帰属する部分を計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員等の賞与の支給に備える

ため、支給見込額のうち当事業年

度に帰属する部分を計上しており

ます。 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

3,298百万円については、５年

による均等額を費用処理してお

ります。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分し

た額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による均等額を翌事業

年度より費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。   

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分し

た額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による均等額を翌事業

年度より費用処理することとし

ております。 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

3,298百万円については、５年に

よる均等額を費用処理しており

ます。 

 過去勤務債務については、そ

の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（14

年）による定額法により按分し

た額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

（14年）による均等額を翌事業

年度より費用処理することとし

ております。 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

４．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利

スワップについては、特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

・ヘッジ手段…金利スワップ取

引 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ・ヘッジ対象…借入金     

  (3) ヘッジ方針 

 当社は将来の金利上昇リスク

を回避する目的で受取変動・支

払固定のスワップ取引を行って

おります。また、トレーディン

グ目的でのデリバティブ取引は

利用しない方針であります。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジの有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要

件を満たしているため有効性の

評価を省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

      同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

       同左 

消費税等の会計処理 

同左 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

        ────── 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第6号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

これにより税引前中間純利益は305百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております 。 

        ────── 

  

  



表示方法の変更  

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

           ────── 

  

 （中間貸借対照表） 

1. 「関係会社短期貸付金」は、前中間会計期間まで、

流動資産「その他」に含めて表示していましたが、当中

間会計期間末において資産の総額の100分の５を超えた

ため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社短期貸付金」の

金額は2,055百万円であります。 

  

  

  

 2. 「関係会社長期貸付金」は、前中間会計期間まで、

投資その他の資産「その他」に含めて表示していました

が、当中間会計期間末において資産の総額の100分の５

を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「関係会社長期貸付金」の

金額は1,253百万円であります。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     ──────      ──────  （外形標準課税） 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第9号）が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取り扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が108百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

が、108百万円減少しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

１．※１．有形固定資産の減

価償却累計額 

  90,592百万円     93,744百万円   92,363百万円

      有形固定資産の減

損損失累計額 

  －百万円   305百万円   －百万円

２．偶発債務       

子会社の営業債務に対す

る支払保証 

シロキ商事㈱ 10百万円 シロキ商事㈱   ４百万円 シロキ商事㈱  ７百万円

子会社の借入債務に対す

る支払保証 

SWマニュファクチャリング㈱ 

US$  25,930千 2,879百万円

SWマニュファクチャリング㈱ 

US$   25,087千   2,839百万円

SWマニュファクチャリング㈱ 

US$   24,638千   2,645百万円

関連会社等の借入債務に

対する支払保証 

松美工業㈱ 453百万円 松美工業㈱    345百万円 松美工業㈱    399百万円

３．※２．消費税等 仮受消費税等及び仮払消費税等は

相殺のうえ、金額的重要性が乏し

いため、流動負債の「その他」に

含めて表示しております。 

同左 ───── 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．※１．営業外収益の主な

内訳 

      

受取利息 

受取配当金 

為替差益 

ロイヤルティ 

固定資産売却益 

賃貸料 

  19百万円

  20百万円

  15百万円

  143百万円

  59百万円

  10百万円

    88百万円

    17百万円

  206百万円

     168百万円

    25百万円

    14百万円

    80百万円

    24百万円

  14百万円

     272百万円

     60百万円

    25百万円

２．※２．営業外費用の主な

内訳 

      

支払利息 

機械及び装置等除却損 

  68百万円

  1百万円

    66百万円

   －百万円

     136百万円

   9百万円

３．※３．特別利益の主な内

訳 

      

前期修正益 

貸倒引当金戻入益 

  5百万円

  －百万円

   0百万円

  431百万円

  5百万円

     －百万円

４．※４．特別損失の主な内

訳 

      

退職給付費用 

関係会社整理損 

減損損失  

固定資産除却損 

たな卸資産評価損 

貸倒引当金繰入額 

  329百万円

  －百万円

  －百万円

  242百万円

  －百万円

  167百万円

     －百万円

  240百万円

   305百万円

     77百万円

  141百万円

     －百万円

     658百万円

     －百万円

   －百万円

     493百万円

  39百万円

  187百万円

５．※５．減損損失       ─────   当中間会計期間において、当社

は以下の資産グループにつき減損

損失を計上しております。 

 

(用途) 遊休設備 

(種類) 機械及び装置等 

(場所) 豊川工場(愛知県豊川市)他 

       ───── 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

 当社は、工場の区分を基準とし

て資産のグルーピングを行ってい

ますが、遊休資産については、独

立したキャッシュフローを生み出

す単位としてそれぞれグルーピン

グしております。 

 上記遊休資産は、今後も使用の

目途が立たないことから、当中間

期において帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損

損失305百万円として計上いたしま

した。 

 減損損失の内訳は機械及び装置

305百万円、工具器具及び備品0百

万円であります。 

 なお、回収可能価額は正味売却

可能価額により測定しており、原

則として不動産鑑定評価額または

それに準ずる方法により算定し、

売却や他の転用が困難な資産につ

いてはゼロとしています。 

 

６．減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

計 

  2,036百万円

  57百万円

  2,093百万円

     2,075百万円

    103百万円

     2,177百万円

    4,464百万円

    125百万円

     4,590百万円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当

額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．借主側 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

中間期末

残高相当

額 

(百万円) 

機械及び装

置 
837 507 330 

車輌及び運

搬具 
232 131 100 

工具器具及

び備品 
1,120 580 540 

合計 2,190 1,219 971 

  

取得価額

相当額 

(百万円)

減価償却

累計額相

当額 

(百万円)

中間期末

残高相当

額 

(百万円)

機械及び装

置 
844 471 373 

車輌及び運

搬具 
292 139 152 

工具器具及

び備品 
1,280 663 617 

合計 2,417 1,274 1,143 

  

取得価額

相当額 

(百万円) 

減価償却

累計額相

当額 

(百万円) 

期末残高

相当額 

(百万円)

機械及び装

置 
853 431 422 

車輌及び運

搬具 
276 129 147 

工具器具及

び備品 
1,309 627 682 

合計 2,439 1,188 1,251 

 なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いため、

「支払利子込み法」により算定しており

ます。 

同左  なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、「支払利子

込み法」により算定しております。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 429百万円

１年超 820 〃 

合計 1,249 〃 

１年以内    489百万円

１年超 842 〃 

合計      1,331 〃 

１年以内    490百万円

１年超      994 〃 

合計     1,485 〃 

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、「支払利子込み法」に

より算定しております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める

未経過リース料期末残高相当額の割合が

低いため、「支払利子込み法」により算

定しております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額及び減損損

失 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 191百万円

減価償却費相当額 186 〃 

支払リース料    208百万円

減価償却費相当額 208 〃 

支払リース料    379百万円

減価償却費相当額 379 〃 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．貸主側 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．貸主側 

未経過リース料中間期末残高相当額 

２．貸主側 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 92百万円

１年超 192 〃 

合計 284 〃 

１年以内   92百万円

１年超 99 〃 

合計 192 〃 

１年以内   92百万円

１年超 145 〃 

合計 238 〃 

（注） 上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リース

料中間期末残高相当額でありま

す。なお、当該転貸リース取引

は、おおむね同一の条件で第三

者にリースしていますので、ほ

ぼ同額の残高が上記の借主側の

未経過リース料中間期末残高相

当額に含まれております。 

同左 （注） 上記は、すべて転貸リース取

引に係る貸主側の未経過リース

料期末残高相当額であります。

なお、当該転貸リース取引は、

おおむね同一の条件で第三者に

リースしていますので、ほぼ同

額の残高が上記の借主側の未経

過リース料期末残高相当額に含

まれております。 

   （減損損失） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

  



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成16年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

当中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

前事業年度末（平成17年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

（１株当たり情報） 

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２．１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象）  

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 287.96円       298.41円       292.41円 

１株当たり中間（当期）純

利益 
4.34円     7.83円      10.97円 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（百万円） 385 695 1,026 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 51 

（うち利益処分による役員賞与金） （－） （－） (51) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
385 695 974 

普通株式の期中平均株式数（千株） 88,875 88,828 88,862 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

           ──────  （子会社の合併）    （子会社の解散） 

    平成17年10月１日付けで当社の連結

子会社であるシロキ商事株式会社を存

続会社として、シロキ運輸株式会社と

宇和島シロキ株式会社をシロキ商事株

式会社に吸収合併いたしました。 

  

1.目的 

 グループ経営効率化の一環として、

シロキ運輸株式会社を運送事業から梱

包事業を主とした請負事業会社に、ま

た、自動車部品製造会社であった宇和

島シロキ株式会社の製造業務を他社に

移管（外注化）し、商社事業会社に業

態を変える等、グループ会社の事業見

直し、再編を積極的に進めておりま

す。今般、商社であるシロキ商事株式

会社を中心に３社を「商社・請負事

業」を軸に統合し、経営の効率化を図

るため合併することといたしました。

 平成17年５月13日開催の当社取締役

会において、当社の連結子会社である

VINA-SHIROKI CO.,Ltd.（ビナシロキ 

有限会社）の解散を決議いたしまし

た。 

  
1.解散会社の概要 
 ①名称 
  VINA-SHIROKI CO.,Ltd. 
 ②所在地 
  76Nguyen Trai Road,Thanh Xuan 
    Dist.,Hanoi,Vietnam 
 ③代表者 
  松嶋威央 
 ④資本金 
  28,602百万VND（2億4,400万円） 
 ⑤株主 
  シロキ工業㈱ 70.5％ 
  Hanoi Mechanical Company    
              29.5％ 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  2.合併会社 

 シロキ商事株式会社 

 シロキ運輸株式会社 

 宇和島シロキ株式会社 

  

3.方法、合併後の会社の名称 

 シロキ商事株式会社を存続会社と

し、シロキ運輸株式会社と宇和島シロ

キ株式会社は解散いたします。合併後

の会社の名称はシロキ商事株式会社で

あります。 

  

4.合併比率 

 シロキ商事株式会社は、シロキ運輸

株式会社と宇和島シロキ株式会社の全

株式を所有しておりますので、合併に

よる新株式の発行および資本金の増加

は行いません。 

  

5.合併会社の概要 

  （数値は平成17年９月30日現在 

          単位：百万円） 

  

6.合併期日 

  平成17年10月１日 

商号  シロキ商事㈱ シロキ運輸㈱
宇和島シロキ

㈱ 

 事業内容 卸小売業  梱包事業  
 自動車部品販

売 

売上高 7,584 72 405

 当期利益 85 △14 △14

 総資産 3,068 283 2,132

 株主資本 303 242 5
 従業員数(臨

時含) 
 73名  30名  27名 

  ⑥事業内容 

  樹脂金型、アルミダイカスト金型

   の製造販売 

  ⑦2004年12月末財務状況 

  総資産   316百万円 

  株主資本  129百万円 

 ⑧2004年12月決算業績 

  売上高    73百万円 

    当期純利益 △22百万円 

  

 2.解散に至る経緯 

  ビナシロキ有限会社は、ベトナ

ム社会主義共和国の工業化進展に

着目し、輸送用機器をはじめ幅広

い分野における工業製品の基本と

なる金型生産を計画し、平成７年

５月に現地のHanoi Mechanical 

 Company 社と合弁で同国ハノイ市

に設立いたしました。操業開始

後、同社の売上高は順調に増加

し、技術力も向上してまいりまし

たが、本業の自動車部品に関係す

る金型生産がほとんど無いまま今

日に至りました。また、最近では

日系をはじめ外資系の金型専門メ

ーカーの同国への進出が相次ぎ、

今後、現地金型業界における競争

に生き残っていくためには、思い

切った経営資源の投入が必要な状

況となってまいりました。当社で

はグループ経営効率化の一環とし

て、自動車部品事業の強化を図る

べく、さまざまな角度から検討を

重ね、合弁相手とも協議を重ねた

結果、ビナシロキ有限会社は解散

し清算することとなりました。な

お、平成17年６月15日において共

同出資者であるHanoi Mechanical 

 Company 社との解散合意書が締結

されております。        

  

 3.清算結了予定日 

  平成17年８月末日 

  

4.当該清算による会社の損失見込み額

  当該子会社の清算に伴う損失は、

ベトナム国の承認後（平成17年７

月届出後、同月中に承認を得られ

る予定であります。）正式な清算

手続きを行うため、現時点では客

観的に見積もることが困難であり

ます。      



(2）【その他】 

 第89期（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）中間配当については、平成17年10月31日開催の取締役

会において、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次のと

おり中間配当を行うことを決議いたしました。 

① 中間配当金の総額                 222百万円 

② １株当たりの中間配当金              2円50銭 

③ 支払請求権の効力発生日ならびに支払開始  平成17年12月 8日 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第88期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出。 

    (2)訂正報告書 

    平成17年12月８日関東財務局長に提出。 

    （第88期中）（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書であります。  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

シロキ工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石井 清之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鳥居 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シロキ工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、シロキ工業株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

シロキ工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石井 清之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シロキ工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、シロキ工業株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間

より固定資産の減損に係る会計基準を適用して連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成16年12月22日

シロキ工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石井 清之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 鳥居 明   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シロキ工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第88期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シロキ工業株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成17年12月22日

シロキ工業株式会社     

  取締役会 御中   

  あ ず さ 監 査 法 人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 石井 清之  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 飯塚 昇   印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 原田 一   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている 

シロキ工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第89期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シロキ工業株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用して財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。 
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